
    

 

 

 

 

 

 

森林・林業統計要覧 
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  『 森 林 ・ 林 業 統 計 要 覧 』 は 、 我 が 国 の 森 林 ・ 林 業 ・ 木 材 産

業 の 現 状 を 概 観 で き る よ う 、 農 林 水 産 省 及 び 関 係 府 省 で 公 表

し て い る 統 計 、 各 種 団 体 等 が 作 成 し て い る 統 計 並 び に 主 要 な

国 際 統 計 に 加 え 、 林 野 庁 各 課 で 作 成 し て い る 業 務 資 料 を 幅 広

く 収 集 し た も の で す 。  

 ま た 、 本 書 は 昭 和 ４ 年 に 第 １ 次 山 林 要 覧 と し て 創 刊 さ れ て

以 来 、90 年 以 上 に わ た る 長 い 歴 史 を 有 し て い る こ と か ら 、そ

の 編 集 に 当 た っ て は 、 統 計 の 継 続 性 を 図 る と と も に 最 新 の デ

ー タ を 収 録 す る こ と に 努 め ま し た 。  

  本 書 が 、 森 林 ・ 林 業 ・ 木 材 産 業 に 関 心 を 持 た れ る 方 々 に 広

く 利 用 い た だ け れ ば 幸 い で す 。  

  終 わ り に 、 本 書 の 刊 行 に 当 た り 御 協 力 い た だ い た 皆 様 に 、

深 く 感 謝 の 意 を 表 す る 次 第 で す 。  

 

 

    令 和 ３ 年 ９ 月  

 

                                     林 野 庁 企 画 課 長  

                                    天野  正治  

 



 
 

 

 

 

利 用 者 の た め に 

 

 

 

１ 本書は、農林水産省統計部、その他の官庁、国際機関、関係団体などが実施、

公表している森林・林業の関連統計並びに林野庁の業務資料を編集したもので

あるが、編集の際に誤記が発生している場合があるため、林野庁以外の機関に

より公表されているデータについては、具体的な活用の際に公表データを確認

すること。 

 

２ 表中の記号で「－」は事実のないもの、「･･･」は事実不詳又は調査を欠く

もの、「０」は数が掲載単位に満たないもの、「Ｘ」は個人等の秘密の保護の

ため統計数値を公表しないものである。 

 

３ 表中において、総数と内訳の計が一致しないものは、単位未満の四捨五入に

よるものである。 

 

４ 令和元年には、平成 31 年１月から４月を含む。 

 

５ 本書に掲載されているホームページアドレスは特に記載がない限り令和３

年７月時点のものである。 

 

６ 本書は林野庁のホームページに掲載している。 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kouhou/toukei/index.html 

 

７ 本書に関する問い合わせ先は、下記のとおり。 

林野庁 企画課 統計調査班 〔電話（代表）03－3502－8111 内線（6061）〕 

 

 

 

 



( 2 )  

主な関係調査（報告書）の概要 
 

2000年世界農林業センサス 農林水産省統計部 調査周期：５年毎 

目 的：我が国農林業の基本構造の現状と動向を明らかにし、農林業施策の推進に必要な

基礎的かつ総合的な統計資料を整備すること 

対 象：林家、林家以外の林業事業体、林業サービス事業体並びに市区町村等 

調査事項：林業事業体調査（平成12年２月１日現在） 

林家の世帯員、保有山林、経営の状態、林家以外の林業事業体の経営の態様等 

林業地域調査（平成12年８月１日現在） 

市区町村の林業生産に係る資源量、森林の公益的利用状況等 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/ 

 

 

2005年農林業センサス 農林水産省統計部 調査周期：５年毎 

目 的：我が国農林業の生産構造、農業・林業生産の基礎となる諸条件等を総合的に把握

することによって、農林業の基本構造の現状と動向を明らかにし、農林業施策及

び農林業に関して行う諸統計調査に必要な基礎資料を整備すること 

○農林業経営体調査 

対 象：保有山林が３ha以上であり、かつ2005年を計画期間に含む森林施業計画を作成 

（林業）：しているもの又は過去５年間に林業作業を行ったもの、若しくは委託を受けて 

育林、素材生産（過去１年間200㎥以上）を行うものに該当する林業経営体 

調査事項：山林の保有、労働力、林産物の生産・販売、林業作業、林業作業の受託等 

備 考：調査結果には、東京都三宅村の数値は含まれていない。 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/ 

 

 

2010年世界農林業センサス 農林水産省統計部 調査周期：５年毎 

目 的：農林業構造統計を作成し、食料・農業・農村基本計画及び森林・林業基本計画に

基づく諸施策並びに農林業に関する諸統計調査に必要な資料を整備するととも

に、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の提唱する2010年農業センサスのための世

界計画の趣旨に従い、各国農林業の比較において我が国農林業の実態を明らかに

すること 

○農林業経営体調査 

対 象：保有山林が３ha以上であり、かつ2010年を計画期間に含む森林施業計画を作成 

（林業） しているもの又は過去５年間に林業作業を行ったもの、若しくは委託を受けて 

  育林、素材生産（過去１年間200㎥以上）を行うものに該当する林業経営体 

調査事項：山林の保有、労働力、林産物の生産・販売、林業作業、林業作業の受託等 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/ 

 

 



( 3 )  

2015年農林業センサス 農林水産省統計部 調査周期：５年毎 

目 的：農林業構造統計を作成し、食料・農業・農村基本計画及び森林・林業基本計画に

基づく諸施策並びに農林業に関する諸統計調査に必要な基礎資料を整備すること 

○農林業経営体調査 

対 象：保有山林が３ha以上であり、かつ2015年を計画期間に含む森林経営計画若しく 

（林業） は森林施業計画を作成しているもの又は過去５年間に林業作業を行ったもの、 

若しくは委託を受けて育林、素材生産（過去１年間200㎥以上）を行うものに該 

当する林業経営体 

調査事項：山林の保有、労働力、林産物の生産・販売、林業作業、林業作業の受託等 

備 考：調査結果には、東京電力福島第１原子力発電所の事故による避難指示区域（平 

成26年４月１日時点。福島県楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾

村及び飯舘村の全域並びに南相馬市、川俣町及び川内村の一部地域。）内の数

値は含まれていない。 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/ 

2020年農林業センサス 農林水産省統計部 調査周期：５年毎 

目 的：農林業構造統計を作成し、食料・農業・農村基本計画及び森林・林業基本計画に

基づく諸施策並びに農林業に関する各統計調査に必要な基礎資料を整備すること 

○農林業経営体調査 

対 象：保有山林が３ha以上であり、かつ2020年を計画期間に含む森林経営計画を作成 

（林業） しているもの又は過去５年間に林業作業を行ったもの、若しくは委託を受けて 

育林、素材生産（過去１年間200㎥以上）を行うものに該当する林業経営体 

調査事項：山林の保有、労働力、林産物の生産・販売、林業作業、林業作業の受託等 

備 考：調査結果には、東京電力福島第１原子力発電所の事故による避難指示区域（平 

成31年２月１日時点）に全域が含まれる福島県大熊町及び双葉町の数値は含ま

れていない。 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/ 

 

木材需給報告書（木材統計調査、木材流通統計調査） 農林水産省統計部 調査周期：毎年、毎月 

(1) 木材統計調査 

目 的：素材生産並びに木材製品の生産及び出荷等に関する実態を明らかにし、森林・林

業行政の推進等に資する資料を整備すること 

対 象：製材工場、木材チップ工場、合単板工場、ＬＶＬ工場、集成材工場、ＣＬＴ工場 

調査事項：各工場における素材の入荷量、製材品の出荷量等 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/mokuzai/index.html 

(2) 木材流通統計調査（木材価格統計調査） 

目 的：毎月の木材の価格水準及びその変動並びに木材の流通構造を的確に把握し、木材

の需給、価格の安定等流通改善対策等の推進に資すること 

対 象：製材工場、木材チップ工場、合単板工場、木材市売市場、木材センター、卸売業

者 

調査事項：素材の購入価格・工場着価格、木材製品の販売価格、価格変動の要因等 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/mokuryu/kakaku/index.html 

 



( 4 )  

木材流通構造調査報告書 農林水産省統計部 調査周期：５年毎 

目 的：木材の入荷（仕入）先別入荷（仕入）量、出荷先別出荷量等の把握を行い、木材

流通構造改善施策等の推進に資すること 

対 象：製材工場、合単板工場、ＬＶＬ工場、プレカット工場、集成材工場（ＣＬＴを製造

する工場を含む）、木材流通業者（木材市売市場、木材販売業者）、木材チップ工

場 

調査事項：木材の年間販売金額、入荷先別入荷量、出荷先別出荷量等 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/mokuryu/kouzou/index.html 

林業産出額 農林水産省統計部 調査周期：毎年 

目 的：林業生産の実態を金額で評価することにより明らかにし、林業行政の推進等のた

めの資料を整備すること 

対 象：木材生産、薪炭生産、栽培きのこ類生産、林野副産物採取 

作成方法：各々の林産物生産量に価格を乗じて産出額を推計、これに林業経営統計調査等か

ら得られる所得率を乗じて生産林業所得を推計 

※平成26年までは生産林業所得統計報告書 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/ringyou_sansyutu/index.html 

林業経営統計調査報告 農林水産省統計部 調査周期：５年毎 

目 的：林業経営体の財産状況、収支状況、施業状況等の経営実態を明らかにし、「森

林・林業基本法」に基づく林業行政等を推進するための資料を整備すること 

対 象： (1) 家族経営体調査は、家族により林業を営む経営体のうち保有山林面積が20ha

以上で過去1年間の①労働日数30日以上又は②施業面積主伐1ha以上等、(2) 会社

経営体調査は、株式会社、合名・合資会社又は合同会社により林業を営む経営体

のうち過去１年間の①素材生産量1,000m3以上又は②受託収入2000万円以上の経営

体。 

調査事項：(1) 家族経営体調査は保有山林面積、林業用資産、林業経営収支、施業面積等、 

(2) 会社経営体調査は従業員数、作業別面積、素材生産量、財産・損益の状況等。 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/rinkei/index.html 

※栽培きのこ経営統計は平成14～20年度調査で実施。 

農地の移動と転用（農地の権利移動・借賃等調査） 農林水産省経営局 調査周期：毎年 

目 的：農地等の権利移動及び転用等の状況、借賃等の動向等の基礎的な情報を収集、整

理、分析及び提供すること 

対 象：農地法、農業経営基盤強化促進法及び農地中間管理事業の推進に関する法律に基

づき、権利の設定・移動がされた農地等、賃借が終了した農地等及び転用された

農地等。 

調査事項：農地法等に基づく、許可・届出、農地等の耕作目的の権利移動、期間満了による

利用権の終了、賃借権又は使用貸借による権利の終了、農地等の転用の状況等 

※平成21年までは「土地管理情報収集分析調査」 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/nouti_kenri/ 



( 5 )  

森林組合統計（森林組合一斉調査） 林野庁経営課 調査周期：毎年度 

目 的：全国の森林組合及び生産森林組合の組織、財務及び事業全般にわたる実態を把握

し、諸施策の基礎資料を得ること 

対 象：毎年度末現在において設立されている全ての森林組合等 

調査事項：組織・執行体制、財務、事業等 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/sinrin_kumiai/index.html 

 

特用林産基礎資料（特用林産物生産統計調査） 林野庁経営課 調査周期：毎年 

目 的：特用林産物の需給の変動等の実態を把握し、需給の安定等に関する施策の基礎資

料とすることにより、特用林産物の需給の安定及び特用林産物に係る林業者、流

通加工業者等の経営の指針に供すること 

対 象：特用林産物を生産している生産者 

調査事項：きのこ類、樹実類、山菜類、木炭等、その他の特用林産物の生産量等 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/tokuyo_rinsan/index.html 

 

木材需給表 林野庁企画課 調査周期：毎年 

目 的：我が国の木材需要（供給）の状況を明らかにすること 

対 象：用材（製材品やパルプ・チップ等に用いられる木材）、しいたけ原木及び燃料材  

調査事項：木材の需要量（国内消費と輸出）、供給量（国内生産と輸入）を他統計等から積

算 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/mokuzai_zyukyu/index.html 

 

木質バイオマスエネルギー利用動向調査 林野庁木材利用課 調査周期：毎年 

目 的：木質バイオマスエネルギーの動向を把握し、木質バイオマスエネルギーを利用し

た発電施設等における木材利用の推進、木材の安定供給、地域振興など森林・林

業施策の推進に資するとともに、木材需給表や森林・林業基本計画等の基礎資料

として活用すること 

対 象：木質バイオマスエネルギーを利用した発電機及びボイラーを有する事業所 

調査事項：事業所の概要、木質バイオマスエネルギーを利用した発電機及びボイラーの利用

動向、公的補助の活用状況等 

<参考> https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/mokusitu_biomass/index.html 

 

国有林野事業統計書 林野庁経営企画課 調査周期：毎年度 

目 的：国有林野の現況及び事業の進行状況を明らかにすること 

対 象：国有林野管理経営規程第23条に基づいて、森林管理局事業統計を編纂 

調査事項：都道府県並びに森林管理局別の国有林野の現況等 

<参考> http://www.rinya.maff.go.jp/j/kokuyu_rinya/tokei/index.html 

 



( 6 )  

世界森林資源評価 
(Global Forest Resources Assessment) 

国際連合食糧農業機関 調査周期：５年毎 

目 的：世界の森林の現状及び変化の状況についてとりまとめること 

対 象：世界各国 

調査事項：森林・林業関係の統計 

<参考> http://www.fao.org/forest-resources-assessment/en/  

<参考> https://www.rinya.maff.go.jp/j/kaigai/ (仮訳資料を掲載) 

FAO Yearbook of Forest Products 国際連合食糧農業機関 調査周期：毎年 

目 的：世界の林業、林産物の状況を明らかにすること 

対 象：世界各国 

調査事項：林産物の年間の生産量・消費量、貿易量・貿易額等 

<参考> http://www.fao.org/forestry/statistics/80570/en/ 

貿易統計 財務省 調査周期：毎年、毎月 

目 的：貿易の実態を正確に把握し各国の外国貿易との比較を容易にすることにより、国

及び公共機関の経済政策並びに私企業の経済活動の資料に資すること 

<参考> https://www.customs.go.jp/toukei/info/index.htm 

法人企業統計調査 財務省 調査周期：
毎年度、 
四半期毎 

目 的：我が国における法人の企業活動の実態を明らかにし、あわせて法人を対象とする

各種統計調査のための基礎となる法人名簿を整備すること 

<参考> https://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/index.htm 

建築動態統計調査 国土交通省 調査周期：毎年、毎月 

目 的：全国における建築物の建設の着工動態を明らかにし、建築及び住宅に関する基礎

資料を得ること 

<参考> https://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/gaiyo_b1t1.html 

建築物リフォーム・リニューアル調査 国土交通省 調査周期：
上半期( 4～9月) 

下半期(10～3月) 

目 的：建築物リフォーム・リニューアル工事の動態（受注ベース）および工事内容を把

握し、建設投資推計の精度向上及び建設施策に資すること 

<参考> https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/sosei_jouhouka_mn4_000002.html 

法人土地・建物基本調査 国土交通省 調査周期：５年毎 

目 的：土地・建物の所有・利用状況等に関する実態を全国及び地域別に明らかにし、土

地の有効利用を的確に進める上で必要となる基礎的な統計データを収集・整備す

ること 

<参考> https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk2_000058.html 



( 7 ) 

公共事業労務費調査（公共工事設計労務単価） 国土交通省 調査周期：毎年 

目 的：公共工事の発注に際し必要となる予定価格の決定にあたっては、「予算決算及び

会計令」において、取引の実例価格等を考慮して適正に定めることとされていま

す。 これに基づき、農林水産省及び国土交通省では、公共工事の予定価格の積

算に必要な設計労務単価を決定するため、所管する公共事業等に従事した建設労

働者等に対する賃金の支払い実態を、昭和４５年より毎年定期的に調査していま

す。 

<参考> https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000217.html 

港湾調査 国土交通省 調査周期：毎年、毎月 

目 的：港湾の実態を明らかにし、港湾の開発、利用及び管理に資すること 

<参考> https://www.mlit.go.jp/k-toukei/kouwan.html 

生産動態統計調査 経済産業省 調査周期：毎年、毎月 

目 的：鉱工業生産の動態を明らかにし、鉱工業に関する施策の基礎資料を得ること 

<参考> https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/seidou/index.html 

毎月勤労統計調査 厚生労働省 調査周期：毎年、毎月 

目 的：雇用、給与及び労働時間について、全国調査にあってはその全国的の変動を毎月

明らかにすることを、地方調査にあってはその都道府県別の変動を毎月明らかに

すること 

<参考> https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/30-1.html 

雇用保険事業月報・年報 厚生労働省 調査周期：
毎年度 
毎月 

目 的：雇用保険の適用・給付状況を把握し、雇用保険制度の適正な運営を図るととも

に、雇用対策等の基礎資料として利用すること 

<参考> https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/150-1.html 

労働力調査 総務省 調査周期：毎年、毎月 

目 的：我が国における就業及び不就業の状態を明らかにするための基礎資料を得ること 

<参考> https://www.stat.go.jp/data/roudou/index.html 

住宅・土地統計調査 総務省 調査周期：５年毎 

目 的：我が国における住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びに現住居

以外の住宅及び土地の保有状況その他の住宅等に居住している世帯に関する実態

を調査し、その現状と推移を全国及び地域別に明らかにすることにより、住生活

関連諸施策の基礎資料を得ること 

<参考> https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2018/tyougai.html#1 



( 8 )  

学校基本調査 文部科学省  調査周期：毎年度 

目 的：学校に関する基本的事項を調査し，学校教育行政上の基礎資料を得ること 

<参考> https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kihon/1267995.htm 

農作業料金・農業労賃に関する調査結果 全国農業会議所 調査周期：毎年 

目 的：農村の臨時雇賃金、農作業料金ならびに農村周辺の他産業労賃などの実態を地域

別に把握し、農業委員会組織の行う諸事業・活動に資すること 

<参考> https://www.nca.or.jp/publication/statistics/ 

企業物価指数 日本銀行 調査周期：毎年、毎月 

目 的：企業間で取引される財に関する価格の集約を通じて、財の需給動向を把握し、景

気動向ひいては金融政策を判断するための材料（景気動向を測る経済指標）を提

供すること 

<参考> https://www.boj.or.jp/statistics/outline/exp/pi/cgpi_2015/outline.htm/ 

山林素地及び山元立木価格調 (一財)日本不動産研究所 調査周期：毎年 

目 的：山林素地価格、山元立木価格の全国的な動向を把握し、山林素地価格並びに山元

立木価格に関する資料を整備すること 

<参考> https://www.reinet.or.jp/?page_id=166 
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